予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費　　　
	事業名: 消費者問題未然防止事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　環境生活部環境生活政策課消費生活係　電話番号：058-272-1111（内2390）

　　　　　　　E-mail：c11260@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：2,166千円（前年度予算額：5,737千円）
	要求内容


	１　要求の内容


県内各地へ講師が出向いて消費生活に関する啓発講座を行うことにより、消費トラブ

ルの未然防止を図り、もって県民の消費者としての自立を支援する。  

（1） 消費者問題未然防止出前講座の開催 
県内各地に相談員等が出向き、実効的な未然防止講座を実施
・対　　象：自治会、女性・高齢者団体、学校、大学等

・講座内容：消費者トラブルの実例紹介及び未然防止のポイント　　

　　　　
・講　　師：消費生活相談員、県消費者啓発推進員（県委嘱）  

（2） 消費者啓発推進員情報交換等の実施　
        推進員のスキルアップを図るため、法改正等の最新情報の提供や意見交換会を
実施

	２　所要経費


（１）消費者問題未然防止出前講座の開催　1,564 千円
（２）消費者啓発推進員情報交換等の実施　　602 千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	5,737
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,737

	要求額
	2,166
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,166

	決定額
	2,166
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,166


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　消費生活出前講座の実施により、県民が消費者トラブルに巻き込まれない「自立した賢い消費者」の形成を目指す。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	消費生活出前講座開催数(本事業分)(1年次)
	（H  ）
	61回
（H21）
	74回
（H22）
	85回
（H23）
	95回
（H25）
	89.5％


	消費生活出前講座受講者数(本事業分)(1年次)
	（H　）
	5,375人
（H21）
	6,344人
（H22）
	6,351人
（H23）
	6,500人
（H25）
	97.7％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
（１）消費者問題未然防止出前講座の開催 
・対　　象：自治会、女性・高齢者団体、学校、大学等

・講座内容：消費者トラブルの実例及び未然防止のポイント　　

　　　　
・講　　師：消費生活相談員、県消費者啓発推進員  

　　　　　　

・活動実績：24/10月末 現在　開催回数50回　受講者数3,416人
（２）消費者啓発推進員情報交換等の実施（平成23年度）
　　　・対　　象：消費者啓発推進員
・研修内容：最近の金融犯罪

・講　　師：岐阜県警職員

・出席者数：１３人


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
自治会、高齢者、学校等への啓発により、消費者トラブルの未然防止が図られた。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	消費者を取り巻く環境は急速に変化し、商品やサービスの多様化などに伴い、トラブルも複雑化している現在、地域、学校、職場等へ出向き、高齢者などの弱者を狙った消費者トラブルを未然防止する啓発事業の必要性は高い。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　県の消費生活相談窓口における相談件数は、平成16年度の18,392件をピークに年々減少し、平成23年度は7,115件となっており、出前講座を含めた啓発事業が効果を上げていると推察できる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　高齢者等を対象にした啓発中心の講座については、県が啓発講師として養成した「消費者啓発推進員」を活用し、身近な事例等を寸劇や替え歌で紹介するわかりやすい啓発活動を行っており、県民主体で啓発することにより、事業の効率性を高めている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
県民主体の啓発活動を展開するため、「消費者啓発推進員」（現在１９人）を養成・増員し、県内各地で広く活動し、消費者トラブルを根絶する必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　今後とも、高齢者等の弱者を狙った消費者トラブルが絶えないことから、更に未然防止啓発事業に力を入れる必要がある。



